

























































































２.１　平成15年度税制改正 ―  相続時精算課税制度の創設及び関連制度の創設・
改正等
２.１.１　相続時精算課税制度の創設とその趣旨
　贈与税は，相続税の補完税としての生前における贈与を通じた相続税の課
一
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〇
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税回避を防止するという側面と，所得税・相続税に類する機能として無償の
財産移転に対する利得に担税力を見いだし負担を求めるという機能を有して
いるとされる。このような機能を有する贈与税においては，⒜将来相続関係
に入る親からの贈与のほか，⒝個人である第三者からの贈与についても，こ
れら（⒜⒝）を区別することなく，これらからの贈与を合計し累進税率によ
り課税されてきた。
　また，相続税の補完税としての機能についても，暦年による課税が行われ
てきたことから，一生に一度課税される相続税と比べて暦年に分割できる贈
与税については，基礎控除・税率の累進度などを相続税と比べると，控除が
小さく，税率の累進度は急となっていた。この結果，親から子への資産移転
に係る税負担については，生前贈与を毎年計画的に行うほかは，一般に生前
に贈与する方が相続により移転させるよりも税負担が重く，生前に贈与する
ことに対して禁止的に作用してきた。
　従来の贈与税の仕組みからは当然の結果であるが，ⅰ高齢化の進展にとも
ない，相続による次世代への資産移転の時期が従来よりも大幅に遅れており，
ⅱ高齢者の保有する資産の有効活用を通じて経済社会の活性化にも資すると
いう社会的要請などを踏まえて，ⅲ将来相続関係に入る一定の親子間の資産
移転について，生前における贈与と相続との間で，資産の移転時期の選択に
対する課税の中立性を確保することにより，生前における贈与による資産の
移転の円滑化に資することを目的として，平成15年度税制改正において，「相
続時精算課税制度」が創設された。
　相続時精算課税制度の創設によって，65歳以上の親（贈与者）からの贈与に
よって財産を取得した20歳以上の子（受贈者）は，従来の贈与税の課税方式（暦
年課税方式）の適用を受けることに代えて，その受贈者の選択により，贈与時
に贈与財産に対する贈与税（非課税枠・累積で2,500万円，税率・一律20％）を支払
い，相続時にその贈与財産と相続財産とを合計した価額を基に計算した相続
税額からすでに支払った贈与税相当額を控除した額を納付すべき相続税額と
することができることとなった（宮脇義男「相続税法等の改正について」税経通信58
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巻８号323-327頁（以下，「税務通信」と引用））。
２.１.２　関連制度の創設・改正等
　相続時精算課税制度と関連する制度には，次のような制度がある。
①小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例の改正
　まず，小規模宅地等の相続税の課税価格の特例は，昭和58年の税制改正で
新設された制度である。同制度が新設された段階においては，200㎡までの宅
地について，それが事業用であれば60％で評価し，居住用であれば70％で評
価するというものであった。しかしその後，複数回の改正が行われ，通常の
評価によれば相続税の納付が必要となる場合でも，特定事業用及び特定居住
用等という特定の要件を備えることにより多くの評価減を受けられるように
なり，相続税が大幅に減少しまたはその納付が不要となることもあった。
　小規模宅地等の特例の改正は，平成15年においても行われている。まず，
相続時精算課税制度の創設により，特定事業用資産の特例の改正が行われ，
この特定事業用資産の特例と小規模宅地等の特例とを併用して適用できるよ
うになった。次に，特定同族会社についての要件が緩和されることになった。
すなわち，この特例の適用を受けることができる特定同族会社事業用宅地等
に該当するか否かの判定の基礎とされる同族法人の要件が，相続開始直前に
「被相続人及びその被相続人の親族その他その被相続人と特別の関係がある
者」（改正前は，「被相続人または被相続人と生計を一にしていた親族」）が有する株式
等の総数または出資の金額の合計額がその株式または出資に係る法人の発行
済み株式総数または出資金額の10分の５を超える法人とされた。また，小規
模宅地等の特例の適用について限度面積に満たなかった場合，その満たない
限度面積の割合に相当する特定事業用資産の特例対象金額について特定事業
用資産の特例を受けることができるようになった（赤坂光則・小規模宅地特例
15-16頁，税務通信58巻８号324，341-342，350頁）。
②特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例の改正
　次に，特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例という制
度である。この特例は，平成15年以前にすでに導入されていた。この特例は，
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特定事業用資産の相続人等が，相続または遺贈（贈与者の死亡により効力を生じ
る贈与を含む。）により取得した特定事業用資産でこの特例の適用を受けるもの
として定める通りに選択したものについて，その相続の開始時からその相続
または遺贈に係る相続税の申告書の提出期限まで引き続きその選択した特定
事業用資産のすべてを有している場合またはその他これに準ずる場合，相続
税の課税価格に算入すべき価額は，その選択した特定事業用資産の価額に定
められた割合を乗じて計算した価額とされる制度であった（改正前）。
　しかしその後，平成15年度税制改正において，この特定事業用資産につい
ての相続税の課税価格の計算の特例が改正されることとなった。すなわち，
特定同族会社株式等の特例の適用について，「特例対象会社」は，発行済株式
総額が20億円未満の会社（改正前は，10億円未満）に改正され，軽減対象の上限
も，その発行済株式数等の３分の２（または３億円以下）に引き上げられ（改正
前は，３分の１または３億円），「株式の保有要件」は，被相続人及び被相続人の
親族その他特別関係者の保有株式総数が発行済株式総数の２分の１を超えて
いること（改正前は，被相続人または被相続人と「生計を一にする親族」の保有株式総
数が発行済株式総数の２分の１以上）に改められた（特例の「整備拡充」）。
　ここで注意すべき点は，先述のように，平成15年度税制改正において，相
続時精算課税制度が創設されていることである（先述２.１.１）。すなわち，相
続時精算課税制度を選択することによって，特定の贈与財産について，特定
事業用資産の特例の適用が受けられるようになったこと（追加），また，先述
の小規模宅地等の特例（先述２.１.２①）との選択が可能となったこと，さら
に，特定事業用資産同士の併用もできるようになったことがある（税務通信58
巻８号343-351頁，赤坂・前掲書16-17頁）。
③住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例の創設
　さらに，住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例が創設されてい
る。相続時精算課税制度は，先述のように，贈与によって取得する財産の種
類・数量に制限が設けられていなかった。したがって，住宅取得のための資
金であっても，その対象となった。ところが，その相続時精算課税制度には，
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贈与者は「65歳以上」であること（平成15年創設時），かつ，受贈者は20歳以上
であることという「年齢要件」が付されていた（先述２.１.１）。
　一方，ライフスタイル（当時）を見ると，住宅を取得しようとするのは30代
の者（いわゆる団塊ジュニア世代前後の者）が中心であり，その親は概ね「60歳前
後」の者（団塊の世代）であったことから，新たに創設された相続時精算課税
制度には贈与者65歳以上という年齢要件があるため，これらの世代間の贈与
については同制度が適用できないこととなる。
　しかし，団塊ジュニア世代による住宅投資の促進は重要な地位を占めるこ
と，住宅は一生に一度の大きな買い物であり一度に多額の資金を必要とする
こと等から，相続時精算課税制度の贈与者の年齢要件を「緩和」し，住宅投
資促進のための特例が創設されることとなった。
　この特例の創設によって，住宅取得等資金の贈与を受ける場合には，贈与
者が65歳に達していなくても相続時精算課税制度を適用することができるこ
とになった。しかも，先述の相続時精算課税における特別控除額（2,500万円）
とは別に，住宅取得等資金に関しては控除額（最大1,000万円）を「上乗せ」さ
れることとなった。なお，この特例は，平成15年１月１日から平成17年12月
31日までの間にされた贈与により取得した住宅取得等資金について適用する
とされた（税務通信58巻８号351-355頁）。
④住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例の廃止
　住宅取得等を支援する制度は，先述の住宅取得等資金に係る相続時精算課
税制度の特例（先述２.１.２③）だけではない。同特例が創設される以前に，「住
宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例」という制度がす
でに存在した。
　住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例は，贈与を受
けた年の所得税に係る合計所得金額が1,200万円以下である等の一定の要件
を満たす個人（特定受贈者）が，その者の父母または祖父母から新規に一定の
住宅用家屋の取得をするための資金（「住宅取得資金」）の贈与を受けた場合に，
その贈与を受けた年の翌年３月15日までに一定の住宅用家屋の新築または取
8
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得をしてその者の居住の用に供したときまたは同日後遅滞なくその者の居住
の用に供すると見込まれるときは，その贈与を受けた年の贈与税額が，その
贈与を受けた住宅取得資金のうち，1,500万円までの部分についていわゆる５
分５乗方式によって計算されるとする制度である（「５分５乗方式」によると，贈
与額を５で割って税額を計算し，その税額を５年に分けて納付することができる。しかも，
550万円まで非課税となる。）。なお，この特例は，住宅の買換え等の一定の要件
を満たす個人（特定受贈者）が住宅取得資金の贈与を受けた場合，一定の要件
を満たす個人が住宅増改築のための資金の贈与を受けた場合にも適用するこ
とが認められた。
　しかし，この住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例
は，平成15年度税制改正において，「廃止」されることとなった。ただし，平
成17年12月31日までの間に贈与により住宅取得資金等を取得した場合につい
て適用されるとする経過措置が設けられた（税務通信58巻８号355-358頁）。
⑤相続税の２割加算制度その他の改正 ― 孫養子の場合，加算の上限の見直し
ⅰ孫が養子になっている場合の加算　　相続税額の２割加算制度も改正さ
れている（平成15年度税制改正）。
　改正前の同制度によると，相続または遺贈により財産を取得した者がその
相続または遺贈に係る被相続人の一親等の血族（その者またはその直系卑属が相
続開始以前に死亡し，または相続権を失ったため相続人となったその者の直系卑属を含
む。）及び配偶者以外の者である場合，その者に係る相続税額は，相続税法17
条（各相続人等の相続税額）の規定により算出した金額にその20％に相当する金
額を加算した金額（その金額がその者にかかる相続税の課税価格に相当する金額の70％
に相当する金額を超える場合には，その70％に相当する金額）とされていた（旧相法18
条）。
　これに対して，改正後は，上記の相続税額が加算される対象となる者に，
被相続人の直系卑属でその被相続人の「養子」となっている者が含まれるこ
ととされた。ただし，⒜その被相続人の直系卑属が相続開始以前に死亡しま
たは相続権を失ったため，その養子が代襲して相続人となっている場合は，
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この２割加算の対象から除かれている（相法18条）。また，⒝相続開始の時に
おいて被相続人の一親等の血族に該当しない「相続時精算課税適用者」につ
いては，その相続税額のうち被相続人の一親等の血族であった期間内に被相
続人からの贈与により取得した相続時精算課税の適用を受ける財産の価額に
対応する相続税額については２割加算の対象とならないとされる（相続時精算
課税適用者に関する例外）（相法21条の15・２項，21条の16・２項）。
　なお，この改正は，平成15年４月１日以後に相続または遺贈により取得し
た財産に係る相続税について適用し，同日前に相続または遺贈により取得し
た財産に係る相続税については従前通りとされている（税務通信58巻８号335-
336頁）。
　ⅱ加算の上限の見直し　このように，上記ⅰにより相続税額の加算が行わ
れる場合，改正前は，その者にかかる相続税額の課税価格に相当する金額の
70％に相当する金額を超える場合には，その70％に相当する金額が加算の「上
限」とされていた（上記ⅰ）。ところが，改正後は，この70％の上限が，「廃
止」されている（税務通信58巻８号335-336頁）。
２.２　現行の相続時精算課税制度の概要 ― 意義・要件・手続き・効果など
　先述のように，相続時精算課税制度は，平成15年度税制改正において創設
された制度である（先述２.１.１（創設時の枠組み））。それでは，「現行」の相続
時精算課税制度はどのように位置付けられ運用されているのであろうか。
　現行の相続時精算課税制度は，原則として「60歳以上」の父母又は祖父母
から，20歳以上の子または孫に対し，財産を贈与した場合において選択でき
る贈与税の制度とされている。この制度を選択する場合には，贈与を受けた
年の翌年の２月１日から３月15日の間に一定の書類を添付した贈与税の申告
書を提出する必要がある。この制度を選択すると，その選択に係る贈与者か
ら贈与を受ける財産については，その選択をした年分以降全てこの制度が適
用され，暦年課税（１月１日から12月31日までの１年間に贈与された財産の合計額に応
じて課税される方式）へ変更することはできなくなる。この制度の贈与者である
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父母または祖父母が亡くなった時の相続税の計算上，相続財産の価額にこの
制度を適用した贈与財産の価額（贈与時の時価）を加算して相続税額が計算さ
れる。なお，贈与財産の種類，金額，贈与回数に制限はない（「制度の概要」）。
　それでは，税額はどのように計算されるか。まず，イ相続時精算課税の適
用を受ける贈与財産については，その選択をした年以後，相続時精算課税に
係る贈与者以外の者からの贈与財産と区分して，１年間に贈与を受けた財産
の価額の合計額を基に贈与税額を計算する。その贈与税の額は，贈与財産の
価額の合計額から，複数年にわたり利用できる「特別控除額」（限度額：2,500
万円。ただし，前年以前において，すでにこの特別控除額を控除している場合は，残額が
限度額となる。）を控除した後の金額に，一律20％の税率を乗じて算出する（「贈
与税額」の計算）（なお，相続時精算課税を選択した受贈者が，相続時精算課税に係る贈与
者以外の者から贈与を受けた財産については，その贈与財産の価額の合計額から暦年課税
の基礎控除額110万円を控除し，贈与税の税率を適用し贈与税額を計算する。）。次に，ロ
相続時精算課税を選択した者に係る相続税額は，相続時精算課税に係る贈与
者が亡くなった時に，それまでに贈与を受けた相続時精算課税の適用を受け
る贈与財産の価額と相続や遺贈により取得した財産の価額とを「合計した金
額」を基に計算した相続税額から，すでに納めた相続時精算課税に係る贈与
税相当額を控除して算出する（「相続税額」の計算）。その際，相続税額から控除
しきれない相続時精算課税に係る贈与税相当額については，相続税の申告を
することにより還付を受けることができる。なお，相続財産と合算する贈与
財産の価額は，「贈与時の価額」とされる。
　なお，相続時精算課税を選択しようとする受贈者は，その選択に係る最初
の贈与を受けた年の翌年２月１日から３月15日までの間（贈与税の申告書の提出
期間）に納税地の所轄税務署長に対して相続時精算課税選択届出書を受贈者
の戸籍の謄本などの一定の書類とともに贈与税の申告書に添付して提出する
こととされる。なお，相続時精算課税は，受贈者が贈与者ごとに選択できる
が，いったん選択すると選択した年以後贈与者が亡くなる時まで継続して適
用され，暦年課税に「変更できない」（「適用手続・効果」）。
11
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　それでは，現行の相続時精算課税制度において注目すべき点はどこにある
か。それは，「適用対象者」である。まず，イ贈与者は，贈与をした年の１月
１日において「60歳以上」の父母または祖父母とされ，受贈者は，贈与を受
けた年の１月１日において20歳以上の者のうち，贈与者の「直系卑属である
推定相続人または孫」とされている。次に，ロ贈与により非上場株式等につ
いての贈与税の納税猶予及び免除の特例（措法70の７の５）の適用に係る「非
上場株式等」を取得する場合，贈与者が贈与をした年の１月１日において「60
歳以上」であれば，受贈者が贈与者の直系卑属である推定相続人「以外の者
でも」（贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限る。）適用することがで
きるとされる。さらに，ハ贈与により個人の事業用資産についての贈与税の
納税猶予及び免除（措法70の６の８）の適用に係る「事業用資産」を取得する
場合，贈与者が贈与をした年の１月１日において「60歳以上」であれば，受
贈者が贈与者の直系卑属である推定相続人「以外の者でも」（贈与を受けた年の
１月１日において20歳以上の者に限る。）適用することができるとされる（国税庁
HP・No.4103）。
　このように，相続時精算課税の適用を受ける贈与財産には，「2,500万円の
非課税枠」がある。しかも，「相続税率」は，贈与税と比較すると，その税率
の上がり方が「緩やか」である（後述３.１ⅲ⒞ロ相続税と贈与税の税率の推移比較）。
そうだとすると，高額の物や金銭を贈与するような場合には，相続時精算課
税制度をうまく活用すれば，一応理論的には有利になる場合があるといえる。
しかし，手放しで喜ぶことのできるものではない。というのは，相続が開始
した段階で，贈与された財産と相続財産の価額を合算して相続税として課税
計算されるため，物価変動その他の状況・要素の変化によっては，不利益が
生じるおそれがあるからである。この分野の専門家としては，相談者にそれ
らの情報をどのように提供し説明するかが重要となる。
九
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３．問題点の整理・検討
３.１ 　先述のように，相続時精算課税制度が導入されているが，その背景に
はどのような事情があったのであろうか。また，現行の相続時精算課税
制度にはどのような内容の変化があるか。さらに，相続時精算課税制度
と隣接する制度にはどのような推移が見られるか。同制度の導入前及び
導入後の相続税・贈与税の税率はどのように推移しているか。その基礎
控除額には変化があるか。それらはなんらかの関係を有するか。
　まず，ⅰ先述のように，相続時精算課税制度は，平成15年度の税制改正に
おいて，相続税・贈与税の一体化措置として導入された制度である。この一
体化措置は，従来の相続税と贈与税との関係を大きく見直すものであり，両
税の抜本的改革として位置付けられるものである。このような新たな制度の
「導入目的」は，⒜高齢化の進展にともなって，相続による次世代への資産
移転の時期が従来よりも「大幅に遅れ」ており，⒝高齢者の保有する「資産
の有効活用」を通じて経済社会の活性化にも資するという社会的要請が表面
化した状況を踏まえ，⒞将来において相続関係に入る一定の親子間の資産移
転について，生前における贈与と相続との間で，資産の移転時期の選択に対
する課税の中立性を確保することにより，「生前贈与」による「資産の移転の
円滑化」に資することにあったとされる（先述２.１.１）。
　このように，相続時精算課税制度の導入はわが国の高齢化の進展と深く関
係していることが窺えるが，その「背景」には具体的にどのような事情があ
ったのであろうか。まず，同制度の導入当時から50年前くらいまでは，65歳
以上の高齢者の割合は，総人口の５％程度であったため，60代の親から30代
の子が相続するということも多くあった。ところが，65歳以上の人口が20％
程度になり，その30年後くらいには30％を超えてしまうと予想されていた。
そうすると，90代の父親から引退世代である60代の子が相続するというよう
なことが多くなってくることになる。加えて，60歳以上の世帯が個人の金融
資産全体の「５割以上」を持っているという状況が見られた。そうなると，
13
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高齢な父親が亡くなり相続するまで，その「資産が凍結」されてしまうこと
になりかねない。そこで，高齢者に偏って多く保有されている個人資産を，
次の世代が現役のうちに受け取れるようにして，この資産を消費または運用
してもらい，これにより経済を活性化させるということが求められた。
　ところが，相続税と贈与税を比較すると，贈与税の方の負担が大きく，ま
た，将来相続税が課税されないような「９割以上の家族」についても贈与税
が課税される仕組みとなっていることから，贈与税が生前の資産移転（贈与）
を思い止めさせるような役割を果たしている状況となっていた。このことを
解決するためには，基礎控除が110万円とされている贈与税の非課税枠を大き
くすれば，事は簡単な訳であるが，このようにしてしまうと一種の「相続税
逃れ」が制度として出来上がってしまうことになり，贈与税の相続税補完機
能が失われ，相続税自体の意義も失われかねないこととなる。そこで，この
ような贈与税の相続税補完機能を失わせることなく，財産の移転に関して，
生前贈与を選択しても相続を選択しても税の負担が同じというような中立的
な制度を導入し，生前贈与を円滑化しようということから，相続時精算課税
制度が生み出されたとされる。
　先述のように，相続時精算課税制度の導入によって，65歳以上（創設時）の
親（贈与者）からの贈与によって財産を取得した20歳以上の子（受贈者）は，従
来の贈与税の課税方式（暦年課税方式）の適用を受けることに代えて，その受
贈者の選択により，贈与時に贈与財産に対する贈与税（非課税枠・累積で2,500万
円，税率・一律20％）を支払い，相続時にその贈与財産と相続財産とを合計した
価額を基に計算した相続税額からすでに支払った贈与税相当額を「控除」し
た額を納付すべき相続税額とすることができることとなる（先述２.１.１）。し
たがって，将来において相続税が課税されないような９割以上の家族は，い
ずれかの時点で贈与税を納めたとしても，トータルでは税額が発生しないこ
とになる。このような意味で，この一体化措置は，決してお金持ちのために
用意されたものではなく，大多数の「一般の家庭」の財産を結果的に無税で
贈与できると考えられた（菊池紀之「相続税100年の軌跡」税大ジャーナル１号49～53
14
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頁（以下，「税大ジャーナル」と引用））。
　次に，ⅱ相続時精算課税制度が導入されてすでに20年ほど経過したが，そ
の制度の内容に「変化」があるか。変化があるとすれば，それはどのような
ものか。先述のように，創設時（平成15年度税制改正当時）の相続時精算課税制
度によると，65歳以上の親（贈与者）からの贈与によって財産を取得した20歳
以上の子（受贈者）は，その選択により，贈与時に贈与財産に対する贈与税（非
課税枠・累積で2,500万円，税率・一律20％）を支払い，相続時にその贈与財産と相
続財産とを合計した価額を基に計算した相続税額からすでに支払った贈与税
相当額を控除した額を納付すべき相続税額とすることができるとされていた
（先述２.１.１）。これに対して，先述のように，現行の相続時精算課税制度に
よると，贈与者は贈与をした年の１月１日において60歳以上の父母または祖
父母であれば適用対象となり，受贈者は贈与を受けた年の１月１日において
20歳以上の者のうち贈与者の直系卑属である推定相続人または孫であれば適
用対象となりうる（平成25年度税制改正）（先述２.２）。
　このように，相続時精算課税制度の「適用対象者の範囲」に変化が見られ
る。すなわち，贈与者は，創設時では，贈与をした年の１月１日において「65
歳以上」の者とされていたが，その後の改正によって，贈与をした年の１月
１日において「60歳以上」の者であれば足りるとされており，また，受贈者
は，創設時においては，贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者で，
贈与を受けた時において贈与者の「推定相続人」とされていたが，現行制度
では，贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者で，贈与を受けた時
において贈与者の「推定相続人または孫」とされている（適用対象者の範囲の
「拡大」）。
　なお，先述のように，「非上場株式等」や「個人の事業用資産」について，
その贈与税の「特例」が導入されており，変化が見られる。すなわち，贈与
により非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（措法70の７
の５）の適用に係る非上場株式等を取得する場合，贈与者が贈与をした年の１
月１日において「60歳以上」であれば，受贈者が贈与者の直系卑属である推
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定相続人「以外の者でも」（贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限る。）
適用対象となる。また，贈与により個人の事業用資産についての贈与税の納
税猶予及び免除（措法70の６の８）の適用に係る事業用資産を取得する場合，
贈与者が贈与をした年の１月１日において「60歳以上」であれば，受贈者が
贈与者の直系卑属である推定相続人「以外の者でも」（贈与を受けた年の１月１
日において20歳以上の者に限る。）適用対象となるとされている（先述２.２）。この
ように，これらの贈与税の特例は，法人または個人の「事業承継」において
重要な機能を有する。
　さらに，ⅲ先述のように，相続時精算課税制度だけでなく，同制度と密接
に関連する「隣接制度」の改正・創設さらに廃止が見られる（先述２.１.２①～
⑤）。それでは，それらの隣接制度の改正・創設の狙い・ポイントはどこにあ
るか。それによってどのような影響があるか。
　まず，⒜イ「特定事業用資産」についての相続税の課税価格の計算の特例
が改正されたことによって，一定の場合に例外的に，特定事業用資産の特例
と小規模宅地等の特例とを併用して適用できることになった（先述２.１.２①）。
すなわち，まず，小規模宅地等の特例の適用について「限度面積」に満たな
い場合には，選択適用の例外として，その満たない限度面積の割合に相当す
る部分を限度して，特定事業用資産の特例を受けることができ，さらに，特
定同族会社株式等または特定受贈同族会社株式等について「限度額」に満た
ない場合には，その満たない価額に相当する部分を限度して，特定森林施業
計画対象山林または特定受贈森林施業計画対象山林について特例の適用がで
きるようになった。次に，ロ「特定同族会社」について，相続開始直前に特
定同族会社株式等を保有する親族の範囲が「拡充」されている（先述２.１.２
②）。このように，特例の「併用」が可能となり，適用要件も「緩和」されて
おり，その結果，相続時精算課税をめぐって，被相続人または被相続人と生
計を一にする親族だけでなく，被相続人及びその被相続人の親族その他その
被相続人と特別の関係がある者（被相続人の使用人，被相続人等の有する法人等）が
登場することが予想される。しかも，特例の適用を受ける選択をしようとす
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る者は，特例対象山林，特例対象受贈山林，または特例対象宅地等を取得し
た者の「全員」により一定の書類を相続税の申告書に添付する必要がある。
このことから，相続時精算課税制度の選択や特例の併用をめぐって，他の者
（利害関係者）の意向を無視して手続きを進めることが一層難しくなっている
ことが窺える。
　次に，⒝先述のように，「創設時」の相続時精算課税制度の適用対象を見る
と，贈与によって取得する財産の種類・数量には制限がない。したがって，
「住宅取得」のための資金であっても，その対象となる。しかし，その相続
時精算課税制度には年齢要件があり，贈与者は65歳以上であり，かつ，受贈
者は20歳以上であるとされていた。この年齢要件は，高齢化の進展にともな
う相続による次世代への財産移転時期の遅れを配慮して設けられたものであ
る（先述２.１.１）。ところが，当時の実際のライフスタイルを考えると，住宅
を取得しようとするのは30代の者が中心であり，その親は概ね60歳前後の者
であることから，新たに導入された相続時精算課税制度における贈与者65歳
以上という年齢要件により，これらの世代間の贈与については同制度が適用
できないこととなる。そこで，住宅投資促進の「特例」が創設されることと
なった（先述２.１.２③）。
　それでは，この特例の創設によって，実際にどのような違いが生じるか。
まず，ⅰ住宅取得等資金の贈与を受ける場合は，贈与者が「65歳に達してい
なくても」相続時精算課税制度を適用することができる。また，ⅱ新築また
は建築後使用されたことのない住宅用家屋の取得，既存住宅用家屋の取得，
または，増改築等の場合について，一定の要件に該当するときは，その住宅
取得等資金の贈与があった年分の贈与税について，相続時精算課税制度にお
ける特別控除額とは別に，住宅取得等資金に関しては最大1,000万円分の控除
額が導入された。このように，「住宅取得資金の贈与」の場合には，相続時精
算課税制度の贈与者の「年齢要件が緩和」され，さらに，相続時精算課税制
度における特別控除額とは「別に」，1,000万円の控除額が「上乗せ」されて
いる点が注目される。なお，先述のように，かつての住宅取得資金等の贈与
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を受けた場合の贈与税額の計算の特例（先述２.１.２④）にも，非課税枠が設け
られていたが，その額は550万円までであったため，なかなか住宅取得等のた
めにまとまった資金を贈与することが難しかったことが窺える。
　一方，⒞先述のように，「現行」の相続時精算課税制度によると，親等（60
歳以上）から贈与によって財産を取得した子等（20歳以上）が，その選択によ
り，贈与者である親等が亡くなった時の相続税の計算上，相続財産の価額に
この制度を適用した贈与財産の価額（贈与時の時価）を加算して相続税額が計
算される（先述２.２）。それでは，「税率等（相続税の加算・基礎控除額）」に変化
があると，相続時精算課税制度の選択にどのような影響があるのであろうか。
　まず，イ先述のように，平成15年度税制改正において，相続税額が加算さ
れる対象となる者に，被相続人の直系卑属でその被相続人の養子となってい
る者が含まれることとされている（先述２.１.２. ⑤ⅰ）。相続税の「２割加算」
制度の改正である。２割加算制度は，被相続人の一親等の血族及び配偶者以
外の者が財産を取得することについては偶然性が高く，また，孫に財産を遺
贈した場合は，相続税の課税を１回免れることになるため設けられた制度で
ある。ところが，同制度には問題となる場合が潜んでいた。それが「孫養子」
の場合である。実際，孫を養子にすれば，容易に２割加算を回避し財産を移
転することができたため，同制度が改正されるに至った（林＆小川パートナーズ
編著・相続時精算課税制度９頁）。この結果，相続税の２割加算対象となるのは，
()α被相続人から相続または遺贈により財産を取得した者で，被相続人の配偶
者，父母，子ではない者（例えば，被相続人の「兄弟姉妹，おい，めい」として相続
人となった者），()β被相続人の「養子」として相続人となった者で，その被相続
人の「孫」でもある者のうち，代襲相続人になっていない者である（国税庁
HP・No.4157）。
　なお，相続税の２割加算制度は，先述のように，改正前においては，相続
または遺贈により財産を取得した者がその相続または遺贈に係る被相続人の
一親等の血族（その者またはその直系卑属が相続開始以前に死亡し，または相続権を失
ったため相続人となったその者の直系卑属を含む。）及び配偶者以外の者である場合，
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その者に係る相続税額は，相続税法17条（各相続人等の相続税額）の規定により
算出した金額にその20％に相当する金額を加算した金額（その金額がその者にか
かる相続税の課税価格に相当する金額の70％に相当する金額を超える場合には，その70％
に相当する金額）とされていた（旧相法18条）。このように，改正前は，相続税額
の加算が行われる場合に，その者に係る相続税の課税価格に相当する金額の
70％に相当する金額が「加算の上限」とされていたが，この70％の上限が廃
止された（先述２.１.２. ⑤ⅱ）。それでは，なぜ70％の上限が廃止されたのであ
ろうか。この廃止は，相続税の最高税率の50％への「引き下げ」にともなう
ものである（税務通信58巻８号336頁）。このように，相続税・贈与税の税率構造
の見直しが相続時精算課税制度の導入と並行してなされており，税率等の変
化が相続時精算課税制度を選択するか否かの判断に影響することが窺える。
　それでは，ロ相続税・贈与税の税率等はどのように推移しているのであろ
うか。まず，「相続税」はどうか。()α平成15年１月１日以後においては，相続
税の最高税率が70％から50％に引き下げられ「軽減」されている。また，簡
素化の観点を踏まえ，税率の刻み数が６段階に削減されている（改正前は９段
階）。法定相続分に応ずる取得金額は３億円超について，その税率は一律に50
％とされている。法定相続分に応ずる取得金額が４億円超については，負担
が緩やかになっていることが窺える（表１・相続税の速算表）（税務通信58巻８号332
頁）。この背景には，最高税率を引き下げると相続税の再分配機能の低下を来
すことになるため，平成15年度の答申では，「累進構造については，個人所得
課税を補完し，富の再分配を図るとの相続税の役割を踏まえれば，最高税率
を引き下げるものの，全体として現行程度の累進が適当なものと考えられ
る。」との提言があり，税率の刻みを９段階から６段階とする改正が行われた
という事情があるとされる（税大ジャーナル１号51頁）。次に，()β平成27年１月
１日以後においては，法定相続分に応ずる取得金額が３億円超について，ま
た段階的に細分化して課税されている。それ以前と比較して，最高税率が若
干引き上げられたが55%までとされた。なお，控除額にも変化が見られる（表
２・相続税の速算表）（国税庁HP・No.4155）。問題は，相続税の「基礎控除額」が
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４割も縮小したことである（改正前は，5,000万円＋（1,000万円×法定相続人の数）で
あったが，改正後は，3,000万円＋（600万円×法定相続人の数））（国税庁HP・No.4152）。
そのため，従来の制度であれば相続税を納める必要のなかったような一般世
帯の者でも，一転して納税義務者になる可能性が生じることになった。たと
えば，遺産が4,000万円程度の場合でも，相続税が課税されるケースが生じる
ことになる。それまでは，相続税を課されるのは，大都市部の高級住宅地そ
の他に土地・建物を有するごく一部の富裕層であると受け止められていた感
があるが，改正によって，住宅を所有し一定の預貯金があるごく一般の者も
相続税を課されるおそれが十分にあることが現実のものとなった。
【表１・平成26年12月31日まで】
法定相続分に応ずる取得金額 税率 控除額
1,000万円以下 10％ －
3,000万円以下 15％ 50万円
5,000万円以下 20％ 200万円
１億円以下 30％ 700万円
３億円以下 40％ 1,700万円
３億円超 50％ 4,700万円
【表２・平成27年１月１日以後】
法定相続分に応ずる取得金額 税率 控除額
1,000万円以下 10％ －
3,000万円以下 15％ 50万円
5,000万円以下 20％ 200万円
１億円以下 30％ 700万円
２億円以下 40％ 1,700万円
３億円以下 45％ 2,700万円
６億円以下 50％ 4,200万円
６億円超 55％ 7,200万円
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　それでは，「贈与税」の税率等はどのように推移しているか。平成15年１月
１日以後において，贈与税（暦年課税方式）の最高税率も50％（改正前は70％）に
引き下げられるとともに，税率の刻み数が６段階（改正前は13段階）に削減さ
れている。また，税率も「軽減」されている（表３・贈与税の速算表）（税務通信
58巻８号323，332-333頁）。さらに，平成27年１月１日以後においては，税率の
刻み数は６段階から８段階に増えているが，税率には大きな変化はなく，控
除額は基礎控除後の課税価格3,000万円超について引き上げられている（表
４・贈与税の速算表）。なお，暦年課税の場合において，平成27年１月１日以降
に，直系尊属（祖父母・父母など）から，その年の１月１日において20歳以上の
者（子・孫など）への贈与税の計算については，特例税率が適用される（税率が
抑えられており控除額の最高額は640万円）（国税庁HP・No.4408）。
　このように，近時，税率が軽減される方向にあり，相続税率と贈与税を比
較すると，相続税の税率の上がり方の曲線が「緩やか」であることが分かる。
したがって，高額の物や金銭の承継の場合は，相続時精算課税制度をうまく
活用すれば，一応理論的には有利になる場合があるといえる。ただし，注意
を要する場合があることは，先述の通りである（先述２.２）。
【表３・平成26年12月31日まで】
基礎控除後の課税価格 税率 控除額
200万円以下 10％ －
300万円以下 15％ 10万円
400万円以下 20％ 25万円
600万円以下 30％ 65万円
1,000万円以下 40％ 125万円
1,000万円超 50％ 225万円
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【表４・平成27年１月１日以後（一般税率）】
基礎控除後の課税価格 税率 控除額
200万円以下 10％ －
300万円以下 15％ 10万円
400万円以下 20％ 25万円
600万円以下 30％ 65万円
1,000万円以下 40％ 125万円
1,500万円超 45％ 175万円
3,000万円以下 50％ 250万円
3,000万円超 55％ 400万円
３.２ 　それでは，相続時精算課税制度は実際にどのように利用されているの
であろうか。相続時精算課税制度の利用者はどのような財産を贈与する
傾向が見られるか。また近時，その傾向にどのような変化が見られる
か。暦年課税分（１月１日から12月31日までの１年間に受けた贈与に対する課税）
と相続時精算課税分を比較すると違いがあるか。相続時精算課税制度は
その期待されたような利用がなされているか。その背景にはどのような
事情があるか。
　そこで，国税庁の「統計情報」から，2018年分の税務統計（https://www.nta.
go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/zoyo2018/zoyo.htm）と2006年分の統計（（　）
内の数値））（https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/zoyo2006/zouyo.
htm）を比較分析することにする。
　それでは，相続時精算課税制度はどのように利用されているのであろうか。
統計情報によると，まず，贈与財産の「種類別」構成比によると，暦年課税
分は，土地が16％（36％），建物等が４％（６％），有価証券が24％（21％），現
金預貯金等が50％（32％）であるのに対して，相続時精算課税分は，土地が37
％（30％），建物等が７％（３％），有価証券が26％（10％），現金預貯金等が27
％（54％）である。贈与財産価額を「階級別」に見ると，暦年課税分では，取
得財産価額が400万円以下の受贈者が77％（82％）であるのに対して，相続時
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精算課税分は，400万円超2,000万円以下の受贈者が62％（70％）である。なお，
相続時精算課税分の「課税状況」を見ると，特別控除を超えて課税対象とな
った同制度選択者の割合は８％（５％）にとどまる。
　以上から，相続時精算課税制度の利用者はどのような「財産」を贈与する
傾向が見られるか。また近時，その傾向にどのような「変化」が見られるか。
暦年課税分と相続時精算課税分を比較すると「違い」があるか。まず，ⅰ贈
与財産の種類別構成比によると，「有価証券」の割合が相続時精算課税分につ
いて「増加」していることが窺える（暦年課税も若干増加）。一方，「現金預貯
金」の割合は，2006年前後においては，種類別で「最も利用率の高い項目」
で50％を超えていたが，近時はその割合が減少している。次に，ⅱ贈与財産
価額を階級別に見ると，暦年課税分の大半は「400万円以下」の財産であり，
相続時精算課税制度が選択された場合でも，「400万円超2,000万円以下」のも
のが主流である。また，ⅲ相続時精算課税制度の選択者の中で，最終的に「課
税対象」となった者は５％～８％にとどまる。なお，ⅳ不動産，特に建物の
割合はあまり高くない。
　それでは，このような変化の「背景」にはどのような事情があるのであろ
うか。まず，ⅰ贈与財産の「種類別」構成比を見ると，有価証券の割合が相
続時精算課税分について増加している（暦年課税は若干増加）。ゼロ金利政策が
続く中，銀行に預け入れておいても利息がほとんど得られない状況にあって，
日経平均株価は，2006年から2018年にかけて１万6,000円台から２万2,000円台
へと上昇しており，約1.4倍になっている（なお，株価の上昇傾向は続いており，
2021年には一時３万円台に入っている。）。また近時，一般の個人投資家が株を保有
する割合が増加している。一方，現金預貯金は，相続時精算課税制度の主な
利用対象財産であるが，このような状況と連動するように，その割合が減少
しつつある。次に，ⅱ贈与財産価額を「階級別」に見ると，暦年課税分の大
半は400万円以下の財産であり，相続時精算課税制度を選択した者でも，400
万円超2,000万円以下のものが主流である。5,000万円～数億円の場合もある
が，その割合はそれほど高くない。それでは，なぜ400万円～2,000万円程度
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のケースが多いのであろうか。金融機関から長期返済型（例・30年ローン）で
数千万円の融資を受けた場合，もし親から住宅購入の支援金を受けてその借
入額を減らすことができれば，「早期返済」が可能となり，ローンの額・返済
期間によっては，かなり返済額を抑えることができる。また，住宅を購入す
ると修繕費の負担があり，さらに，将来の給料の減額といった思わぬ事態も
あることから，ローンの返済額を抑えることができれば安全である。このよ
うな状況において，住宅を購入する子らにとって，400万円～2,000万円とい
う額の資金は非常に有り難い援助であり，また，支援する一般家庭の親にと
っても，それは贈与可能な額である。ⅲ相続時精算課税制度の選択者の中で，
最終的に課税対象となった者の割合は１割にも満たない。それはなぜであろ
うか。まず，相続時精算課税制度の利用率が低いことがあるとの声がある（現
場を知る税理士）。というのは，小規模宅地等の特例（先述２.１.２①）や暦年課税
の基礎控除などをうまく利用すれば，税額において最終的にあまり「差がな
い」場合が多く，その「手続き・資産管理」が煩雑だからである。そのよう
な状況において，あえて相続時精算課税制度を利用しようとする者は少ない
という面がある。また，共同相続人の中に相続時精算課税の適用者がある場
合，他の相続人の相続税額に影響があることを考慮する必要もある。ⅳ上記
のように，不動産の占める割合はそれほど高くはない。先述のように，相続
時精算課税制度は，その制度の贈与者である父母または祖父母が亡くなった
時の相続税の計算上，相続財産の価額にこの制度を適用した贈与財産の価額
を加算して相続税額が計算される。その加算される価額は「贈与時の時価」
であるとされる（先述２.２）。このことから，相続時精算課税制度の適用を受
ける不動産に価額変動がある場合が問題となる。具体的には，相続開始時に
土地が値上がりしていた場合，贈与時の安い価額で相続税が計算されるため，
結果的に得をすることになる。これに対して，相続開始時に「値下がり」し
ていた場合，贈与時の高い価額で計算されるため，リスクを負うおそれがあ
る（相続時精算課税に詳しい税理士にも同様の指摘が見られる（本郷孔洋監修・相続時精
算課税の基礎170～171頁）。）。土地価額の下落が続く近時の状況においては，本
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制度の選択に慎重になるものと思われる。また，建物のような「減価」して
いく財産は注意を要する。相続時精算課税制度は，その利用を選択すると取
り消すことができない。なお，登録免許税・不動産取得税の存在も無視でき
ない。複数の要素を考慮して判断する必要があることが窺える。
３.３ 　先述のように，相続時精算課税制度は，親から子などへの住宅取得等
のまとまった資金援助を容易にする機能を有することが窺える。それで
は，相続時精算課税制度には，それ以外にどのような機能があるのであ
ろうか。
　先述のように，相続時精算課税制度（現行）の適用対象者は，贈与者が贈与
をした年の１月１日において60歳以上の父母または祖父母とされ，受贈者は
贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者のうち，贈与者の直系卑属
である推定相続人または孫とされる。もっとも，⒜贈与により非上場株式等
についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（措法70の７の５）の適用に係る
非上場株式等を取得する場合，贈与者が贈与をした年の１月１日において60
歳以上であれば，受贈者が贈与者の直系卑属である推定相続人以外の者（贈
与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限る。）でも適用することができる。
また，⒝贈与により個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除
（措法70の６の８）の適用に係る事業用資産を取得する場合，贈与者が贈与を
した年の１月１日において60歳以上であれば，受贈者が贈与者の直系卑属で
ある推定相続人以外の者（贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限る。）
でも適用することができるとされる（先述２.２）。
　これを，適用対象者の点から若干敷衍すると，まず，イ「非上場株式等」
についての贈与税の納税猶予及び免除の特例等には，租税特別措置法第70条
の７の５の規定による措置（上記⒜「特例措置」）（平成30年１月１日から令和９年12
月31日までの10年間の制度）と，同法第70条の７の規定による措置（「一般措置」）
の２つの制度がある。特例措置は，贈与税の申告において，「会社の後継者」
が贈与を受けた一定の非上場株式等に対応する贈与税額を一定の要件の下に
非上場株式等の贈与者が死亡する日等まで納税を「猶予」する制度である。
25
岡　法（71―１）
七
八
78
この制度の適用を受けた非上場株式等は，原則として贈与者の死亡の際，受
贈者が贈与者から相続や遺贈によって取得したものとみなされ，相続税の課
税の対象とされ，その時に納税が猶予されていた贈与税額は「免除」される。
しかも，相続時精算課税の適用は60歳以上の贈与者から「20歳以上の者」へ
の贈与とされる。一方，一般措置の場合はどうか。相続時精算課税の適用は
60歳以上の贈与者から20歳以上の「推定相続人（直系卑属）・孫」への贈与と
され，対象株数が総株式数の最大３分の２までとされる等の点で違いはある
が，一般措置においても，その適用を受けた非上場株式等は，原則として贈
与者の死亡の際，受贈者が贈与者から相続や遺贈によって取得したものとみ
なされ，相続税の課税対象とされ，その時に納税が猶予されていた贈与税額
の「免除」を受けることができる（国税庁HP・4439）。
　それでは，この非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例
等によると，どのような意義があるのであろうか。この適用を受けた「非上
場株式等」は，原則として贈与者の死亡の際，受贈者が贈与者から相続や遺
贈によって取得したものとみなされる。そこには，実質的に「事業承継」を
容易にする機能がある。すなわち，「会社（法人）」の事業を「特定の後継者」
に「生前に」承継させることが容易になる。しかも，特例措置（上記⒜）の場
合，その適用対象者の「範囲が広い」ことが注目される。すなわち，受贈者
が贈与者の直系卑属である推定相続人「以外の者でも」適用することができ
る。このことから，その機能は，納税の猶予・免除にとどまるものでないこ
とが分かる。
　次に，ロ個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除は，中小
企業における経営の承継の円滑化に関する法律の認定を都道府県知事から受
ける「後継者」である受贈者（「特例事業受贈者」）が，青色申告に係る事業（不
動産貸付業等を除く。）を行っていた贈与者から，その事業に係る「特定事業用
資産の全て」を平成31年１月１日から令和10年12月31日までの贈与により取
得をした場合には，その青色申告に係る事業の継続等，一定の要件の下，特
例事業受贈者が納付すべき贈与税のうち，特例事業用資産に係る課税価格に
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対応する贈与税の納税が猶予され，特例事業受贈者が死亡した場合等には，
その全部又は一部が免除される。この制度の対象となる「特定事業用資産」
とは，先代事業者（贈与者）の事業の用に供されていた次の資産で，贈与の日
の属する年の前年分の事業所得に係る青色申告書の貸借対照表に計上されて
いたものとされる。①宅地等（400㎡まで），②建物（床面積800㎡まで），③②以
外の減価償却資産で，固定資産税の課税対象とされているもの，自動車税・
軽自動車税の営業用の標準税率が適用されるもの，その他一定のもの（貨物運
送用など一定の自動車，乳牛・果樹等の生物，特許権等の無形固定資産）（措法70の６の８
ほか）とされる。
　それでは，「個人」の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除によ
ると，どのような意義があるのであろうか。中小企業における経営の承継の
円滑化に関する法律の認定を受けた「後継者」は，事業を行っていた贈与者
から，その事業に係る「特定事業用資産の全て」を贈与により取得をした場
合には，一定の要件の下，贈与税の納税が「猶予」され，特例事業受贈者が
死亡した場合等には，その全部又は一部が「免除」される。これによって，
個人事業主は，特定の適当な「後継者」にその事業に係る「事業用資産」を
承継させることが容易になる。こちらは，「個人型の事業承継」に関する制度
である（国税庁HP・4442）。
　以上のことから，相続時精算課税制度にはどのような意義があるといえる
であろうか（住宅取得等の資金援助「以外」）。先述のように，相続時精算課税制
度は，生前における贈与による資産の移転の円滑化に資することを目的とし
て創設された制度である。そこには，次世代への資産移転の円滑化に資する
相続税・贈与税の一体化が組み込まれているが（先述２.１.１），さらに上記の
「特例」を活用すると，事業主は自ら選らんだ特定の後継者への「事業承継」
が一層容易になることが窺える。
　最後に，ドイツ民法には「相続契約（Erbvertrag）」という制度がある。相
続契約によると，被相続人は，遺贈をすることや負担を定めることができる
とともに，「契約で相続人を定める」こともできる（ド民1941条，2274条～2302
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条）（類似の法制度は，スイス民法及びオーストリア民法にも見られる。）。すなわち，被
相続人は，「相続人の指定（Erbeinsetzung）」をすることができ，かつ，その者
に確実で安定した承継の地位を与えることができる。一方，わが国の民法に
は，このような明文規定はない。もっとも，被相続人には，自己の財産の承
継に自分の意思を反映させたいと思う人は少なくない。「重要な財産を相続人
のうちのＡ１人にだけ承継させたい（「特定」の財産の「特定」の者への移転）。共
同相続人ＢＣ等が反対したとしても，是非それを実現したい。」。「自分の生き
ている間にＡに名義変更を済ませ，財産の承継が確実になったことを見届け
たい（移転の「確定」）。」。「できれば，Ａがそれを必要とする時に与えたい（移
転・支援の「タイミング」）。」。特に，分散させると機能しなくなるような財産
（例・事業用財産や代々受け継いだ財産等）の場合には，「現状のまま受け継がせた
い。」と願う人が少なくないようである。ところが，実際には，複数の相続人
（Ａ以外にＢＣ）がいる場合が多いため，法定相続にまかせると遺産の分割は
避けられず，残したい財産がばらばらになる可能性が高い。事業経営者は，
事業財産は安心して任せられる者に受け継がせないと機能しなくなることを
知っている（承継者の「能力・属性」）。しかし，承継時において，安心して任せ
られる人材が相続人の中にいるとは限らない。そこで，現場おいては，相続
開始前に将来の相続財産の処理に関する話し合いが，被相続人や相続人に加
えて，キー・マンとなる利害関係者を交えて行われているようである（拙稿
「相続契約に関する歴史的考察 ― ローマ法・後期普通法・ドイツ民法草案を中心とし
て」谷口知平先生追悼論文集第３巻448頁以下）。このような場合，本来は，専門家
（税や不動産・法律の専門家）の正式な関与が期待される場面であるが，現場で
は，特別受益があるとして相続分がなかったことに「事実上」したり，遺産
分割協議において取得分をゼロとするような綱引きが「水面下」でなされ，
なんとかやり過ごしていることが少なくないようである。
　本稿において考察した相続時精算課税制度には，事業承継を実現する機能
もあることが窺える。目立たないが「背後で」動いている制度である。現場
では，相談者や依頼者の中には，損をすることはないと思い込んでいる人や，
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専門家に選択を丸投げしてくる人もあるようである。そのような場合，相続
時精算課税制度のメリットだけでなく，「デメリット」（先述２.２，３.１ⅲ，３.２）
についてもあえて言及し，素人にも分かるように説明し，本人の意思を確認
する必要があると思われる。仮に依頼者からの委任の内容にそって処理され，
手続的には一応問題はないとしても，安易に妥協して手続きを進めたりする
と，後で問題となる場合がある。専門家であっても，関係法令の改正の見落
としはゼロではない。信頼を裏切る重大な過誤となるおそれがある。先述の
ように，相続時精算課税制度の内容はかなり複雑で，関係法令の改正も数年
ごとにあり，しかも，複数の制度が密接に関係しかつ連動しており（先述
２.１.２，２.２），慎重に対応しないと，物価の変動など想定外の要素も加わる
と，過誤が生ずるおそれがあると思われる。その分野において平均的な水準
を超える実績・能力を前面に出して活動している専門家は要注意である。
